
【修正部分】            経営計画 （2021-2023 年度）   ※2023 年 1 月修正 

 感染症の拡大やウクライナ情勢など新たな課題を踏まえ、「5 つの重点項目」のうち、「１．安全・安心を支える」、 

「３．あまねく伝える」の内容を強化します。 

 衛星波 1 波を 2023 年度末に削減します。 

 構造改革や経営努力の成果を視聴者のみなさまへ還元するため、受信料を１割値下げします。 

 受信料の値下げを踏まえ2023年度の収支見通しを修正します。なお、放送法の規定により、収支予算・事業計画

の国会承認をもって確定されます。 

５つの重点項目 

 

１．安全・安心を支える 

災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。 

 国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、健全な情報空間の維持に貢献します。 

 フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を強化します。 

 取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に注力します。 

 専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化に取り組みます。 

 信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献

します。 

 学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を集中します。 

 放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、業界と協力しつつ取り組みます。 

３．あまねく伝える 

地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。 

 二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。 

 民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。 

 レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、生産性の向上にも取り組むことで、

いかなる状況下でも情報を届け切ります。 

 適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速する SDGs 時代を踏まえた投資

を強化します（災害対応のための FM 補完置局を含む）。 

 経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。 

 

スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革 

 

「保有するメディアの整理・削減」 

 2024 年３月末に衛星波は２K のうち 1 波を削減します。 

衛星波を「新 BS４K（仮称）」と「新 BS２K（仮称）」の 2 波とし、2K・4K それぞれの特性を生かしたコンテンツを

柔軟に編成し、地上波では味わえない新たな価値を創造します。 

 新 BS４K（仮称）は、世界に通用する多彩なコンテンツ/高精細クオリティを提供します。 

 新 BS２K（仮称）は、衛星放送の魅力を凝縮し、ライブ感を重視した機動的な編成を行います。 

「インターネット活用業務」 

 在外邦人向けコンテンツについて、既存放送網の見直しを行いつつ、インターネット配信も活用して、きめ細かく、

効率的に発信します。 

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策 

 訪問によらない営業活動を進化させ、安定収入を確保します。 

 ジャンル管理によるコンテンツ分野の効果的な資源管理を定着させるとともに、放送通信融合時代にふさわしい

業務フローへの転換を図ります。 



視聴者のみなさまへの“還元”について 

 

構造改革による支出削減に加えて、経営努力によって生み出した財政安定のための繰越金をもとに、下記のとおり

受信料の値下げや視聴者のみなさまの将来負担の軽減につながる先行支出などを行います。 
 

■受信料の値下げについて 

 2023 年度を含む、中長期の収支見通しを踏まえ、受信料の値下げ等（受信料体系の見直し）を実施します。 

 還元（値下げ等）の方法    ※いずれも、2023 年 10 月から実施します。 

 地上契約および衛星契約を以下のように値下げします。 

（支払方法の多様化を踏まえた、継続振込等払いと口座・クレジット払いの料額の一本化を含みます） 

 

 

 

 

 学生への免除を拡大します。 

 還元（値下げ等）の規模 

 値下げに際して充当する還元の原資…総額 1,500 億円を想定 

 

 

■視聴者のみなさまの将来負担の軽減につながる先行支出等について 

 ネットワークコスト削減等、視聴者の将来負担の軽減につながる先行支出（「3.あまねく伝える」関連）* 

 民間放送事業者との放送ネットワークの効率的運用、ソフトウェア化対応研究等、改正放送法の協力努力

義務に係る支出…総額 600 億円（2023 年度は調査費等を計上） 

 日本のコンテンツ産業全体の視点から、公共的コンテンツの創造・展開の強化に係る支出* 

（「1.安全・安心を支える」関連）…総額 100 億円（2023 年度は調査費等を計上） 

 災害時等の持続可能性を担保する、財政安定のための繰越金 …少なくとも 500 億円程度必要 

*改正放送法（第 73 条の 2 第 5 項）にもとづき、次期中期経営計画期間において「支出の予想額」に充当される想定です。  
なお、これらの区分については、別途定められる総務省令により、改められることがあります。 
 

 

 

 

 

収支見通し 

 2023 年 10 月からの受信料の値下げ等により、受信料収入約 460 億円の減収を想定しています。 

 事業収支差金のマイナスは、値下げのために確保した還元の原資から充当することで解消します。 

 受信料値下げの継続を可能にするため、支出規模を段階的に縮減する間、還元の原資を活用します。 

 

 

還元の原資を充当 280 ＋280 

還元の原資残（後年度用） 1,220  

種別 支払方法 月額（値下げ後） 月額（値下げ前） 

地上契約 
口座・クレジット 

1,100 円 
1,225 円 

継続振込等 1,275 円 

衛星契約 
口座・クレジット 

1,950 円 
2,170 円 

継続振込等 2,220 円 

区 分 
2020 年度 

予算 

  2021 年度 2022 年度 2023 年度 
    増減   増減   増減 

事 業 収 入 7,204    6,900 △304 6,890 △10 6,440 △450 

  うち受信料収入 6,974    6,714 △260 6,700 △14 6,240 △460 

事 業 支 出 7,354    7,130 △224 6,890 △240 6,720 △170 

事業収支差金 △ 149   △230 △80 0 230 △280 △280 

2023年度の収支のみ変更 

※なお、受信料体系の見直しは、日本放送協会放送受信規約、日本放送協会放送受信料免除基準の総務大臣認可、および各年度における予算の
国会承認など、所要の手続きを経て決定され実施します。 

 

計画期間中の収支見通し 


